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研究要旨 
腎疾患対策検討会報告書に示されている全体目標を達成するため、本研究では、1）CKD 普及啓発活動の実態

調査、2）市民公開講座などの啓発活動の支援、3）啓発資材の作成、4）診療連携体制の構築、5）人材育成

を中心に、現状を把握し、今後に向けた対策を検討した。 

日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会のブロック代表、都道府県代表、地区幹事を中心に、コロナ禍ではあ

るが、様々な工夫をして、普及啓発活動が行われていた。行政との連携も重要であり、行政が積極的な自治

体では、より重層的な取り組みができていた。with コロナ時代のニューノーマルにあわせた新規資材開発の

おかげで、デジタルサイネージや、スマホ・タブレットなどでの利用が可能となり、行動制限下でも好評に、

比較的簡便に、そして幅広い層に普及啓発活動を行うことができた。一般向けおよび医療従事者向けのスラ

イド資料も作成し、動画資材等とともに、日本腎臓病協会や班研究の HP にアップしており、さらなる利用

を勧めていきたい。CKD 診療連携体制構築のための活動実態のアンケート調査では、CKD 対策のための会

議体の設置や専門医・専門医療機関のリストの作成など、都道府県単位を中心とする体制構築のための基盤

整備は進展している。地域個別の CKD 診療連携制度の比較的詳細な状況も把握でき、制度毎の運用実態の

横断的・縦断的把握が可能な体制の整備が進んでいることがわかった。今後も経年的に市町村、二次医療圏

単位を中心とする個別の連携制度の詳細情報を集積してデータベース化して共有することにより、各地域の

実情に適合した CKD 診療連携体制の立案・実施・改善への支援が効率的に進展することが期待される。腎

臓病療養指導士は確実に増加してきているが、さらなる地域間、職種間での連携の強化、モチベーションアップや知

識の向上のための方策が進み始めたところであり、コロナ禍でも継続して人材育成を行い、慢性腎臓病診療における

診療連携体制の構築に役立つように、各都道府県での更なる活動の支援が重要である。 
種々の啓発資材、啓発方法を利用し、CKD の普及啓発を強化し、腎臓病療養指導士や腎臓専門医を育成し、

かかりつけ医、腎臓専門医、行政の連携を推進し、CKD 診療連携体制の構築とさらなる CKD 重症化予防に取り

組んで行くための道筋が見えた。 
今後も上記 5つに関する活動、アンケート調査を継続し、慢性腎臓病（CKD）に対する全国での普及啓発の

推進、地域における診療連携体制構築を介した医療への貢献を進めていきたい。 
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A．研究目的 

 2018 年に厚生労働省から発出された「腎疾患対

策検討会報告書」では、CKD 対策における、①普

及啓発、②地域における医療提供体制の整備、③

診療水準の向上、④人材育成、⑤研究開発の推進

の 5本柱について、今後の取り組みの方向性が示

された。 

本研究では、医療従事者、行政機関、患者・家

族、国民全体に CKD について普及・啓発を行い、

より多くの人がCKD 対策を実践する体制を構築す

るとともに、かかりつけ医、腎臓専門医、行政の

連携を推進し、CKD 診療連携体制の構築とさらな

る CKD 重症化予防に取り組むことを目的とする。 

具体的には、1）CKD 普及啓発活動の実態と効果

の調査、課題抽出、2）友好な普及啓発活動の方

法論の構築、3）普及啓発資材の作成、4）診療連

携体制の構築支援、5）人材育成、を実施し、「腎

疾患対策検討会報告書」で示された CKD 対策の社

会実装を促進し、医療への貢献を果たす。 

 

B. 研究方法 
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１）各都道府県における CKD の普及啓発活動の調

査                                                    

①普及啓発活動の実態調査 

JKA で任命された各都道府県代表者は行政（都道

府県および市町村の腎疾患対策担当者または糖

尿病性腎症重症化予防プログラム担当者）の協力

を極力仰ぎつつ、CKD の普及・啓発活動の実態（普

及啓発活動の実施数、市民公開講座などの実施数、

CKD の認知度調査等）を調査する。これらの情報

については、各責任者による自主的な JKAへの報

告、ブロック会議での年次報告およびアンケート

調査により収集する。情報および問題点を地域間

で共有し、次年度に向けて CKD 対策の均てん化や

更なる普及啓発のために活かす。 

②CKD の認知度、普及度の調査 

CKD の認知度、浸透度、理解度をかかりつけ医や

一般市民を対象に調査する。さらに WEBを介した

全国規模のアンケート調査を実施する。 

２）各都道府県における市民公開講座、啓発イベ

ントの支援 

① 各都道府県における市民公開講座の実態調

査 

日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会

（J-CKDI）と連携し、全国 12 ブロック各都道

府県における市民公開講座の実態調査を行う。

また、各県における活動状況をオンライン会議

やメールにて共有しつつ好事例や課題につい

て抽出する。啓発資材を活用して CKD 患者の認

知度を上げる。地域における腎臓病療養指導士

数を増加させ、その活動を活性化する。 

② 啓発イベントの支援 

懸垂幕、ロールアップバナー、パンフレット、

ポスター、啓発動画などの啓発用資材を作成し、

配布する。 

 

３）啓発用資料の作成・広報・配布 

対象者（医療関係者、行政担当者、患者、家族）

に応じた、コロナ禍の中でも使用できる適切な資

材を作成し、必要に応じて配布した。 

・地域における普及啓発活動の評価 

日本腎臓病協会中国ブロック会議にて、地域ごと

の普及啓発活動（市民公開講座など）の実施数、

認知度の評価を都道府県、市町村レベルで実施し

た。 

・コロナ禍の普及啓発活動に必要な新たな資材の

開発 

コロナ禍において現実的に実施可能な普及啓発

およびその際に使用する必要かつ最適な資材に

ついて検討し、必要な資材を新たに開発した 

・開発した資材の横展開～全国への利活用に向け

て 

開発した資材を日本腎臓病協会各ブロック代表

に共有、全国展開し、どこでも活用できるように

した。 

 

４）診療連携体制構築 

2020 年度の年度末アンケート調査につき 2021 年

7 月までに寄せられた回答を集計し、診療連携体

制構築に関する実態につき解析を行い、体制構築

に活用する。 

I．令和 2年（2020）年度末アンケート調査 

送付先：日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部会

(J-CKDI)各都道府県代表およびブロック代表 

調査期間：2021年 3月〜 

調査方法：メールにより回答票を送付、回収 

解析対象：2021年 7 月までに回答のあった 22 都

道府県（北海道、山形、宮城、群馬、埼玉、東京、

千葉、長野、富山、福井、三重、奈良、京都、兵

庫、岡山、広島、香川、徳島、鳥取、島根、佐賀、

宮崎） 

調査項目： 

1. 診療連携体制の実態調査  

1）各県内の腎臓専門医数、腎臓学会研修施設数 

または腎臓専門医所属施設数、それ以外の専門医

療機関の数 

2）会議体の設置の有無、数、単位エリア（ブロ

ック、都道府県、市区町村、二次医療圏）、専門

医・専門医療機関リストの作成の有無 

3）CKD の重症度による紹介基準（専門医紹介基準

2018）の周知の有無、周知の単位エリア（都道府

県全域、市区町村、二次医療圏） 

4）エリアの CKD 診療連携制度の有無、数、単位

エリア（都道府県、市区町村、二次医療圏）:（有

の場合、個別連携制度の詳細調査※へ） 

5）連携実績 

① CKD 診療連携制度に参加しているかかりつ

け医数 

② CKD 診療連携制度に参加している専門医療

機関数 

③ CKD の重症度による紹介基準に則った腎臓

専門医療機関等への紹介数・逆紹介数 

④ CKD の重症度による紹介基準に則った腎臓

専門医療機関等への紹介施設数・逆紹介施

設数 

2. 行政・団体との連携状況 

1) 行政との連携の有無、連携状況、糖尿病対策

推進会議との連携の有無 

2) 患者会との連携の有無、具体的内容 

3) 医師会、その他の団体・専門職との連携の有

無、医師会との連携状況（良、可、不良）、連携

している専門職（看護師・保健師、管理栄養士、

薬剤師、その他）・団体（歯科医師会、薬剤師会、

栄養士会、その他）（複数回答可） 

 

II．集計結果の活用 

 アンケート調査の情報を活用し、地域の診療連
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携体制の構築のため効果的な情報共有を図る。 

 

５）人材育成 

1) 日本腎臓病協会と連携し、腎臓病療養指導士数

増加のための方策を検討する。 

2) 日本腎臓病協会、日本腎臓学会と連携して腎臓

病療養指導士対象のセミナー等を開催し、各地

域間、各職種間での連携強化を支援する。 

3) 腎臓病学を専攻した後期研修医を対象に「腎代

替療法専攻医セミナー」を開催し、若手医師へ

の教育を行う。 

4) その他の療養指導士（糖尿病療養指導士、生活

習慣病改善指導士、高血圧・循環器病予防療養

指導士、腎臓リハビリテーション指導士など）

と連携を取り、CKD 診療連携体制の強化を図る。 

 

C. 研究結果 
１）各都道府県における CKD の普及啓発活動の

調査   
①普及啓発活動の実態調査 
本年度も引き続きCOVID19の影響で活動が制限さ

れたが、昨年度よりは回復傾向であった。 

 令和3年度に回収された令和2年度のアンケー

トは22都道府県より回収され、その解析結果は以

下の通りである。 

普及・啓発活動の実施数（JKAに申請していない

もの）：35回（11/22県） 

活動の形態（数）：市民公開講座（23）講演会（7）

研修会（4）街宣活動（1） 

普及・啓発目的に使用した媒体（数）：行政広報

（3）新聞、テレビ、動画サイト（各2）、ラジオ、

雑誌、SNS（各1）、その他（Webサイト、映画館

のシネアド、デジタルサイネージ、ロールアップ

バナー掲示、チラシ作成（各1））  

腎臓病療養指導士が参加した啓発活動の実施数： 

12回（6/22県） 

参加した療養指導士数：延べ83名 

患者会が参加した啓発活動：4回（4/22県） 

 
②CKDの認知度、普及度の調査 
１）CKD認知度アンケート調査： 

１．調査は 3/22 県（兵庫、埼玉、岡山） 

報告は 2件（報告会 1、論文発表 1）  

２）CKD の認知度向上、普及啓発を進める上での

課題： 

１．資金の不足：4/22 県 

２．その他：15件 

COVID19対応の中、市民対象の CKD 啓発事業はと

てもしにくい状況（4件）である。 

eGFRを腎機能指標としている非腎臓専門医は

60-70％に未だとどまっており、更なる啓発が必

要である。 

TVやラジオなどでの広報（強化）。 

高齢者ハイリスク CKD 患者抽出への取り組み。 

対象者の年齢構成によって（啓発手法を）かえる

べきである。 

学校教育の中での CKD 普及活動（子から親やの効

果も期待）、継続的な情報発信による知識の固着

化が必要である。 

認知度とは、CKD という言葉の認知のみでなく、

健診受診率や受診勧奨成功率の向上等も評価指

標となりうる。普及対象は市民のみでなく行政や

かかりつけ医等も含めるべきである。 

３）20～50歳代の一般市民を対象に CKD に関する

認知度について、インターネットによる全国アン

ケート調査を実施した（2021年 11月、回答数

1,606例）。その解析結果は以下の通りであった。 

CKDについて、「症状も含めて知っている」＋「病

名だけは知っている」と回答したのは全体の

55.9%であった（前年比＋3.6ポイント）。年代別

にみると、若年層（20及び30代）においては半数

以下の認知度であったが、30代は昨年と比較して

大きく上昇している（前年比＋5.8ポイント）。 

CKD を認知している回答者のうち、CKD にあては

まる症状として回答が多かったのは、「むくみ」

と「タンパク尿」でそれぞれ 53.8%、51.2%であっ

た。「タンパク尿」や「血清クレアチニン高値」

を放置することで起こりうるのは何かという設

問では、「人工透析による継続的な治療」が最も

多く、58.6％であった。 

 

２）各都道府県における市民公開講座、啓発イベ

ントの支援 
①各都道府県における市民公開講座の実態調査 
新型コロナウイルス感染拡大の影響により、市民

公開講座数は全国で昨年同様約 20件に留まった。

ソーシャルディスタンスを保ち、収容人数を制限

した集合形式や、Webを活用した市民公開講座が

開催された。 

各県において世界腎臓デーに合わせてCKD啓

発のための垂れ幕やロールアップバナーを掲示

した。新潟市では十分な感染対策を施した上で市

民公開セミナーを開催し、医師、薬剤師、管理栄

養士から分かりやすいレクチャーを行った。また

岡山市では、コロナ時代における腎臓を守る生活

習慣と注意点について、会場とオンラインのハイ

ブリッド形式で市民公開講座が開催された。 

 

②啓発イベントの支援 
市民公開講座の他、啓発パネル展・街頭キャンペ

ーンも各地で企画・実施され、着ぐるみ、ジャン

パー、幟、ビブス、シールおよび啓発リーフレッ

トを送付し支援した。さらに、研究班のホームペ

ージに自由にダウンロードできる「CKD 啓発資材
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ダウンロード資料集」を掲載した。

（https://pmne-kd.jp/message.html） 

また、日本腎臓病協会とも連携し、CKD 啓発動画

を製作しシネマ・アドバタイジングを活用した啓

発活動を行った。群馬県や石川県ではショッピン

グモールで CKD 啓発の動画投影、ポスター掲示、

啓発リーフレットの配布を行った。 

 

３）啓発用資料の作成・広報・配布 

①2022 年 1 ⽉ 20 ⽇にオンラインによる⽇本腎臓
病協会中国ブロック会議を開催した。合計 13 の
各県および各市町村代表者に参加いただき、それ
ぞれの CKD 対策の実施状況、具体的には普及啓
発活動（市⺠公開講座など）の実施数、認知度の
評価、取り組んでいる対策などを発表し、事例を
共有した。また 2 グループに分かれて、意⾒交換
をした。昨年度までに開発した資材の活⽤事例が
共有されたが、いずれの市町村においてもおおむ
ね好評であり、今年度の継続使⽤を明⾔する市町
村、新たに配布した市町村での活⽤が⾒込まれた。 
③ コロナ禍の普及啓発活動に必要な新たな資

材の開発 
対面によらない普及啓発の方法として、懸垂幕、

ロールアップバナーの活用に加えて、行政、マス

メディアなどと協力し、with コロナ時代の TV、

新聞というマスメディアの活用や、デジタル時代

にあわせたソフトの活用が検討された。糖尿病性

腎症重症化予防プログラムとの連携が取られて

いる自治体・市町村においても、腎症重症化予防

にも活用可能な資材について意見交換をした。そ

の結果、以下のような資材の開発を行った。 

①新たに懸垂幕の作成・配布 

②ロールアップバナーの作成・配布 

③デジタルサイネージ用のCKD普及啓発動画作成 

昨年度合計 4種類の動画を作成したところ、好評

であった。そこで今年度は小児と腎移植に関する

啓発を目的とした、CKD 啓発動画シリーズ第 3 話

「早期受診で子供たちの腎臓を守ろう！」横およ

び縦（各 15秒）、CKD 啓発動画シリーズ第 4話「臓

器提供という選択」横および縦（各 15 秒）を作

成した。 

④二次元バーコードを添付したポスターの作

成・配布 

昨年度から普及啓発用ポスターを掲出する際に

二次元バーコードを添付し一般市民自身が持つ

スマートフォンやタブレットを用いてできるク

イズを付け加えた。今年度は、ポスターに加え、

新聞広告での普及啓発記事に二次元バーコード

を添付した。具体的には、二次元バーコードをス

キャンすると 5問のクイズ；①腎臓は体のどこに

あるでしょうか、②腎臓の働きは何でしょうか？、

③慢性腎臓病という言葉を知っていますか？、④

CKD という言葉を知っていますか？、⑤CKD とは

どういう意味でしょうか？という設問を準備し、

自由に挑戦・解答および答え合わせができるよう

にした。短い期間ではあったが合計 25 名の参加

を得た。 

４）診療連携体制構築 

I．令和 2年（2020）年度末アンケート調査 

①診療連携体制の実態調査 

1) 会議体の設置：21/22 県，35 会議体 

• 単位エリア（複数回答可）：ブロック（2）都道

府県（15）市区町村（12）二次医療圏（6）不明

（1）） 

• 専門医・専門医療機関リストの作成：14/22 県 

3）CKD の重症度による紹介基準（専門医紹介基準

2018）の周知：17/22 県 

• 周知の単位エリア（複数回答可）：都道府県全

域（11）市区町村（8）二次医療圏（2） 

4）各エリアの CKD 診療連携制度：15/22 県、35

制度 

• 単位エリア（複数回答可）：都道府県（3）市区

町村（12）二次医療圏（7） 

 

② 行政・団体との連携状況 

1) 行政との連携の有無：（有 21、無 1）、連携状

況：（良 15、可 5、不良 2） 

2) 糖尿病対策推進会議との連携の有無：（有 21、

無 1） 

3) 患者会との連携の有無：（有 12、無 10） 

4) 医師会、その他の団体・専門職との連携の有

無：（有 20、無 2）、医師会との連携状況：（良

11、可 10、不良 0、無回答 1）、連携している

専門職：（看護師・保健師 18、管理栄養士 17、

薬剤師 17、その他 0）・団体（歯科医師会 5、

薬剤師会 12、栄養士会 12、その他 0）（複数

回答可） 

II．集計結果の活用 

東北ブロック各県代表の集会において、本アンケ

ート調査で収集された情報をもとに、ブロック内

各県と類似の医療状況において腎臓病療養指導

士の育成、多職種連携、医療連携体制整備に適用

可能な好事例のある地域（北海道）から演者を選

定し情報共有を行った。（Tohoku Nephrology 

Research Conference for Nephrologist 2021、

特別講演：「透析導入遅延を目指した CKD 診療〜

北北海道の取り組み〜」、演者：旭川医科大学 内

科学講座 循環・呼吸・神経病態内科学分野 中川

直樹 准教授、2021年 11月 27日、盛岡市） 

 

５）人材育成 

1) 令和3年度も新型コロナウイルス感染のためオ

ンラインで講習会を開催した。講習会受講者数

は425名であった。令和3年度には270名（看護

師127名、保健師5名、管理栄養士42名、薬剤師
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96名）が認定された。現在1935名の腎臓病療養

指導士の職種別内訳は、看護師1095名、保健師

11名、管理栄養士361名、薬剤師468名である。 

2) 日本腎臓病協会、日本腎臓学会と連携し、腎臓

病療養指導士関連セッションを開催した。令和

3年6月18-20日の第64回日本腎臓学会学術総会

では「腎臓病療養指導士の活動の実際」と題す

るワークショップが開催され41名/90名（現地/

オンデマンド）が聴講、令和3年9月25-26日の

第51回日本腎臓学会東部学術大会では「CKDの

多職種包括的診療」というシンポジウムが開催

され101名（オンデマンド）、令和3年10月15-16

日の第51回日本腎臓学会西部学術大会では

「CKDの多職種包括的診療」といシンポジウム

が開催され139名（オンデマンド）、令和3年11

月6-7日第15回日本腎臓病薬物療法学会学術集

会では「チーム医療において腎臓病療養指導士

が果たす役割」というシンポジウムが開催され

643名の聴講があり、熱い議論が繰り広げられ

た。令和2年度末のアンケート調査では、腎臓

病療養指導士を増やす方策の有無に関しては、

回答のあった半分の都道府県で有と回答して

いる。また、腎臓病療養指導士との連携を強化、

知識の向上のための研修会等の有無について

も、1/4の都道府県で有と回答している。実際

に、京都府では腎臓病療養指導士会も設立され

ている。他領域の療養指導士との連携の有無に

ついては、1/10の都道府県のみで有と回答して

おり、まだ進んでいないことがわかった。今後、

日本腎臓病協会の各都道府県代表と連携を取

り、腎臓病療養指導士連絡協議会（仮名）の設

立を目指している。現在、令和3年度の改訂版

アンケートを回収中である。 

 

D．考察 

本研究では、「腎疾患対策検討会報告書」で示さ

れている CKD 対策における①普及啓発、②地域に

おける医療提供体制の整備、④人材育成、の 3本

の柱を社会実装すべく活動をした。 

市民公開講座などの普及啓発活動に関しては、

令和 2年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響

で全国的に減少していたが、令和 3年度には各地

でしっかり感染対策をして実施されるようにな

り、その数は回復してきている。コロナ禍におけ

る市民公開講座の開催方法として、収容人数を制

限しソーシャルディスタンスを保ちながらの集

合形式、Web を活用した現地＋オンラインのハイ

ブリッド形式などが開催されており、今後全国各

地への横展開が期待される。開催された皆様の努

力に敬意を表したい。しかし、依然としてその活

動は自治体によって大きく違っており、その理由

には腎臓専門医の配置不足や行政の関わり方な

どがある。行政が積極的に関わっている自治体で

はその取り組みはより重層的である。腎臓専門医

の少ない地域では、腎臓病療養指導士の活躍を期

待したいところであるが、その数を見てみると腎

臓専門医の少ない都道府県では、腎臓病療養指導

士も少ない傾向があり、今後の対応が必要である。 

CKD の認知度は徐々に増えてきているというデ

ータもあるが、依然として低く、一般住民への普

及啓発の方法を検討していく必要がある。傾向と

してCKDに関する情報入手経路はテレビが多かっ

たが、世代によって異なる可能性があり、さらな

る情報発信に際しては、年代に応じた方法を選択

すべきである。 

昨年に続き今年度も COVID-19 の流行により、こ

れまで開発を進めてきた資材に加え、withコロナ

時代のニューノーマルにあわせた新規資材開発

が望まれた。 

昨今の COVID19 対策の中で最も重要な対策のう

ちのひとつ「3 密を避けること」のできる資材と

して、懸垂幕やロールアップバナーの継続した活

用は大変重要であり、今年度の新たに作成。配布

を行なった。オンラインによる CKD 公開講座の開

催に加え、さらには対面とオンラインのハイブリ

ッドによる講演会などで簡便に使用可能なスラ

イドや動画などの資材を新たに作成し、今年度は

昨年以上に使用していただいた自治体・市町村や

病院・クリニックが増え、総じて好評であった。

これらの動画は、病院・診療所内や公共の場など

その場所や規模などに応じて活用可能な形のも

のを掲出することで、一般住民の目にふれる機会

が増え、さらに YouTube等に動画を掲出すること

で爆発的な視聴が認められた。特に動画を視聴す

る世代へ向けた普及啓発において大変効果的で

ある可能性が考えられた。同様に、二次元バーコ

ードによる啓発方法も、スマホやタブレットを日

頃から使用している世代に対しては、利用しやす

い形態と考えられた。独自で CKD 普及啓発資材を

作成されている都道府県も少なくなく、今後は研

究班で開発した資材も必要に応じて利活用して

いただくことで、さらなる普及啓発の拡大が期待

される。 

診療連携体制構築のための会議体は、22 都道府

県のほとんど全てで設置済みであり、単位エリア

として都道府県・市町村レベルを中心に活動が展

開している。また，専門医・専門医療機関のリス

トは回答都道府県のうち約 7割で作成済みで、専

門医紹介基準の周知も約 8割で実施済みである。  

 今回、地域個別の CKD 診療連携制度の比較的詳

細な状況が把握され、専門医紹介基準について地

域の実情に応じた独自の基準を設定している地

域があること、個別の連携制度の連携実績の定期

的集計が約 2/3 で行われており，制度毎の運用実

態の横断的・縦断的把握が可能な体制の整備が進

んでいることがわかった。今回抽出された個別制
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度の好事例からは、健診結果に基づく保健指導、

受診勧奨が進展していることが推察され、今後横

展開されることを期待している。本アンケート調

査のような広汎な事例集積とそのデータベース

化は、好事例の効率的な横展開や情報共有に活用

が可能であり、地域の実情に応じた連携体制の構

築や改善の支援に繋がると考えられる。 

腎臓病療養指導士は確実に増加しているものの、

コロナ禍で受験する人数が減っており、増加も抑

えられている。依然として地域差が認められ、こ

れは腎臓専門医数と関係がありそうである。現在

都道府県において診療連携の一員として活動で

きる体制の構築のために連携協議会等の設置も

進んできており、職種間連携の強化並びにモチベ

ーションアップ、知識の向上を図っていく必要が

ある。また、現在の腎臓病療養指導士はその多く

が基幹病院に在籍しているが、今後は調剤薬局の

薬剤師や行政機関に所属している保健師、管理栄

養士など、患者さんや一般住民に接することの多

い職種の方々にも腎臓病療養指導士の資格を取

得してもらえるような働きかけを進めていく必

要がある。令和 2 年度より「慢性腎臓病（CKD）

患者に特有の健康課題に適合した多職種連携に

よる生活・食事指導等の実証研究」（研究代表者 

要伸也）が立ち上がっており、多職種連携の有用

性を検証など、今後の研究成果が待たれる。 

 

E．結論 

腎疾患対策検討会報告書に示されている全体目

標を達成するため、本研究では、1）CKD 普及啓発

活動の実態調査、2）市民公開講座などの啓発活

動の支援、3）啓発資材の作成、4）診療連携体制

の構築、5）人材育成を中心に、現状の把握し、

今後に向けた対策を検討した。 

日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会のブロッ

ク代表、都道府県代表、地区幹事を中心に、コロ

ナ禍ではあるが、様々な工夫をして、普及啓発活

動が行われていた。行政との連携も重要であり、

行政が積極的な自治体では、より重層的な取り組

みができていた。アンケート調査でその詳細が明

らかになっており、そのような好事例の横展開を

進めていく必要がある。 

対象者に応じた普及啓発の方法を考えていく必

要があるが、with コロナ時代のニューノーマルに

あわせた新規資材開発のおかげで、デジタルサイ

ネージや、スマホ・タブレットなどでの利用が可

能となり、行動制限下でも好評に、比較的簡便に、

そして幅広い層に普及啓発活動を行うことがで

きた。一般向けおよび医療従事者向けのスライド

資料も作成し、動画資材等とともに、日本腎臓病

協会や班研究の HP にアップしており、さらなる

利用を勧めていきたい。 
アンケート調査では、CKD 診療連携体制構築の

ための活動実態把握も行なっているが、CKD 対

策のための会議体の設置や専門医・専門医療機関

のリストの作成など、都道府県単位を中心とする

体制構築のための基盤整備は進展している。地域

個別の CKD 診療連携制度の比較的詳細な状況も

把握でき、制度毎の運用実態の横断的・縦断的把

握が可能な体制の整備が進んでいることがわか

った。今後も経年的に市町村、二次医療圏単位を

中心とする個別の連携制度の詳細情報を集積し

てデータベース化して共有することにより、各地

域の実情に適合した CKD 診療連携体制の立案・

実施・改善への支援が効率的に進展することが期

待される。 
人材育成としては、腎臓病療養指導士は確実に増

加してきているが、さらなる地域間、職種間での連携

の強化、モチベーションアップや知識の向上のため

の方策が進み始めたところであり、コロナ禍でも継続

して人材育成を行い、慢性腎臓病診療における診療

連携体制の構築に役立つように、各都道府県での更

なる活動の支援が重要である。 
 

 

F．健康危惧情報 

 令和3年度は、国民の生命、健康に重大な影響を

及ぼす情報はない。 
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